
中小企業の
事業活動 海外展開製品化知財での保護・権利化の検討

特許、実用新案、意匠、商標アイデア・研究開発

知財意識の醸成・知財活動の強化
事業化

産業財産権専門官による各種支援策の普及、ユーザーニーズの把握
知財に関する悩みや相談をワンストップで受け付ける「知財総合支援窓口」

【情報面の支援】
◆J-PlatPatで公報類のデータ
ベースを提供

◆特許情報分析活用支援
【相談支援】
◆知財総合支援窓口による専門
家派遣等

【資金面からの支援】
◆審査請求料・特許料の軽減措置
◆PCT国際出願に係る費用を補助
【早期の権利化】
◆早期審査・審理の制度を整備
（無料）

出願・審査請求前 審査請求・審査・登録

【情報面の支援】
◆企業、大学等のライセンス可能な特許権
のデータベースを提供（無料）

◆知財の戦略や管理に役立つ情報を提供
◆戦略的に産業財産権を活用している企
業を紹介

【情報・資金面の支援】
◆知財を取得している企業への融資を促進
・知財活用ビジネス評価支援

【資金面からの支援】
◆外国出願に係る費用を補助
◆海外における模倣品対策、訴訟等への対応を支援
◆海外知財訴訟保険の掛金を補助
【相談支援】
◆海外知的財産プロデューサー（豊富な知財経験を
持つ企業OB等）による海外展開に関する相談支援
◆外国が関係する侵害対策を含む外国産業財産権
に関する相談
【情報面の支援】
◆新興国等の知財に関する情報提供

活用支援 海外展開

金融連携

特許庁職員による中小企業の個別訪問、知的財産制度説明会の実施

営業秘密の管理・流出等に関する相談を受け付ける「営業秘密・知財戦略相談窓口」

営業秘密の管理・保護

中小企業の事業活動段階にあわせた知財支援策の概要
https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/titeki/index.html

知財意識
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